


































































































































































































































































































　　（県の責務）
第四条　県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、国

及び市町との適切な役割分担を踏まえて、犯罪被害者等支援に関する施策（以下「犯
罪被害者等支援施策」という。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

２　県は、犯罪被害者等支援施策の策定及び実施に当たっては、国、市町等関係機
関及び民間支援団体その他犯罪被害者等支援に関係する者と相互に連携を図るも
のとする。

　　（県民の責務）
第五条　県民は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等の置かれている状況及び犯罪

被害者等支援の必要性について理解を深め、二次被害が生じることのないよう十
分配慮するとともに、県が実施する犯罪被害者等支援施策に協力するよう努める
ものとする。

　　（事業者の責務）
第六条　事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等の置かれている状況及び犯

罪被害者等支援の必要性について理解を深め、その事業活動を行うに当たっては、
二次被害が生じることのないよう十分配慮するとともに、県が実施する犯罪被害
者等支援施策に協力するよう努めるものとする。

２　事業者は、犯罪被害者等である従業員の就労の支援及び勤務に十分配慮すると
ともに、必要な支援を行うよう努めるものとする。

　　（民間支援団体の責務）
第七条　民間支援団体は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等支援に関する知識及

び経験を活用し、犯罪被害者等を支援するとともに、県が実施する犯罪被害者等
支援施策に協力するよう努めるものとする。

　　　第二章　推進体制の整備
　　（総合的な支援体制の整備）
第八条　県は、国、市町等関係機関及び民間支援団体その他犯罪被害者等支援に関

係する者と連携し、犯罪被害者等が受けた被害の早期の回復又は軽減及び犯罪被
害者等の生活の再建に対する支援を行うとともに、必要な犯罪被害者等支援施策
を推進するための総合的な支援体制の整備に努めるものとする。この場合におい
て、県は、再被害及び二次被害の防止並びに犯罪被害者等が受けた被害の潜在化
の防止について留意するものとする。

２　県は、前項の総合的な支援体制の整備に当たっては、それぞれの犯罪等による
被害の状況を踏まえ、犯罪被害者等が犯罪被害者等支援に関係する行政機関及び
民間支援団体その他犯罪被害者等支援に関係する者のいずれに支援を求めた場合
であっても、必要な支援を途切れることなく受けることができるよう、必要な措
置を講ずるものとする。

　　（推進計画）
第九条　県は、犯罪被害者等支援施策を総合的かつ計画的に推進するため、犯罪被

害者等支援に関する計画（以下この条において「推進計画」という。）を定めるも
のとする。
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２　推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　犯罪被害者等支援に関する基本方針
二　犯罪被害者等支援に関する具体的施策
三　前二号に掲げるもののほか、犯罪被害者等支援施策を推進するために必要な事項

３　県は、推進計画を定めるに当たっては、あらかじめ、県民の意見を反映するた
めに必要な措置を講ずるものとする。

４　県は、推進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとする。
５　前二項の規定は、推進計画の変更について準用する。
６　県は、推進計画に基づく施策の実施状況について公表するものとする。
　　（支援従事者の育成）
第十条　県は、犯罪被害者等が必要な支援を受けることができるよう、県及び市町

の職員その他犯罪被害者等支援に従事する者（以下「支援従事者」という。）に対し、
犯罪被害者等支援に関する研修の実施その他の必要な施策を講ずるものとする。

２　県は、支援従事者に対し、自らの配慮に欠けた言動により、犯罪被害者等に対
し二次被害を与えることがないよう、犯罪被害者等支援に関する研修の実施その
他の必要な施策を講ずるものとする。

　　（支援従事者に対する支援）
第十一条　県は、支援従事者が犯罪被害者等支援を行う過程において犯罪被害者等

と同様の心理的外傷を受けることを防止するため、支援従事者に対する研修の実
施その他の必要な施策を講ずるものとする。

　　（民間支援団体に対する支援）
第十二条　県は、民間支援団体の活動の促進を図るため、犯罪被害者等支援に関す

る情報の提供及び助言その他の必要な施策を講ずるものとする。
　　（市町に対する支援等）
第十三条　県は、市町が相談体制の充実その他の犯罪被害者等支援施策を実施する

に当たっては、情報の提供及び助言その他の必要な支援を行うものとする。
２　市町は、地域の状況に応じ、犯罪被害者等支援において、県と相互に連携し、

協力するものとする。
　　（財政上の措置）
第十四条　県は、犯罪被害者等支援施策を推進するために必要な財政上の措置を講

ずるよう努めるものとする。
　　　第三章　基本的施策
　　（相談及び情報の提供）
第十五条　県は、犯罪被害者等が早期に日常生活及び社会生活を営むことができる

ようにするため、犯罪被害者等が直面している各般の問題について相談に応じ、
必要な情報の提供及び助言を行い、専門的知識又は技能を有する者を紹介する等
必要な施策を講ずるものとする。

　　（経済的負担の軽減）
第十六条　県は、犯罪被害者等が受けた被害による経済的負担の軽減を図るため、経

済的な助成に関する情報の提供及び助言その他の必要な施策を講ずるものとする。
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　　（保健医療サービス及び福祉サービスの提供）
第十七条　県は、犯罪被害者等が犯罪等による心理的外傷その他の心身に受けた影

響から回復できるようにするため、その心身の状況等に応じた適切な保健医療サー
ビス及び福祉サービスが提供されるよう必要な施策を講ずるものとする。

　　（損害賠償請求に関する支援）
第十八条　県は、犯罪被害者等の状況を踏まえ、犯罪被害者等が行う損害賠償請求

に関し、情報の提供及び助言その他の必要な施策を講ずるものとする。
　　（安全の確保）
第十九条　県は、再被害及び二次被害を防止し、その安全を確保するため、一時保護、

施設への入所による保護、防犯に係る指導及び助言、犯罪被害者等に係る個人情
報の適切な取扱いの確保その他の必要な施策を講ずるものとする。

　　（居住の安定）
第二十条　県は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害

者等の生活の安定を図り、又は再被害及び二次被害を防止するため、県営住宅へ
の優先的な入居その他の必要な施策を講ずるものとする。

　　（雇用の安定）
第二十一条　県は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、犯罪被害者等の就労に

対する支援その他の必要な施策を講ずるものとする。
２　県は、事業者が犯罪被害者等の置かれている状況及び犯罪被害者等支援の必要

性について理解を深めるとともに、犯罪被害者等を支えるための職場環境の整備
及び改善並びに二次被害の防止に向けた取組その他犯罪被害者等支援を促進でき
るよう、情報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。

　　（県民の理解の促進）
第二十二条　県は、犯罪被害者等の置かれている状況及び犯罪被害者等支援の必要

性について県民の理解を深めるとともに、二次被害を防止し、犯罪被害者等を地
域社会で孤立させることのないよう、犯罪被害を考える週間を設け、啓発を図る
とともに情報の提供、教育の充実その他の必要な施策を講ずるものとする。

２　犯罪被害を考える週間は、十一月二十五日から十二月一日までとする。
　　（学校における教育の促進）
第二十三条　県は、学校の設置者等と連携し、学校において児童、生徒等に対して

犯罪被害者等の置かれている状況及び犯罪被害者等支援の必要性について理解を
深めるとともに、二次被害を防止するための教育その他の必要な施策を講ずるも
のとする。

　　（個人情報の適切な管理）
第二十四条　県は、個人情報の重要性を認識し、犯罪被害者等及び関係者の個人情

報を適切に管理しなければならない。支援従事者が個人情報を取り扱う場合も同
様とする。

　　　附　則
この条例は、平成三十一年四月一日から施行する。
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様式第１号（第６条関係） 
 

三三重重県県犯犯罪罪被被害害者者等等見見舞舞金金（（遺遺族族見見舞舞金金））給給付付申申請請書書 
 

  年  月  日  
 

  三重県知事      宛 
                  

申 請 者（給付対象者） 

住  所                   

氏  名                   

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －     －        

 
遺族見舞金の給付を受けたいので、次のとおり必要な書類を添えて申請します。 

 
 
１ 犯罪被害の原因となった犯罪行為のあった日・場所 
 
        年月日       年    月    日 
    

    場 所 
 
２ 犯罪被害者の住所・氏名 
 
      住 所 
 

      氏 名    
 
３ 犯罪被害者との続柄  

    □配偶者 □子 □父母 □孫 □祖父母 □兄弟姉妹 □その他（      ） 
 

４ 犯罪被害者と加害者との親族関係 

  □なし   □あり（                          ） 
 
５ 犯罪被害者等による犯罪行為誘発等 

当該犯罪行為を誘発、容認する等、責めに帰すべき行為の有無 

  □なし   □あり 



６ 暴力団員等の関係 
  犯罪被害者及び申請者とも、 
 ・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号及び第６号に規定 

する暴力団・暴力団員である。 
□いいえ  □はい 

 
 ・ 前記暴力団・暴力団員に協力し、若しくは関与する等密接な関係がある。 
   □なし   □あり 
 
７  見舞金の返還 

見舞金の給付後に、故意の犯罪による被害でないと判明した場合、若しくは見舞金

の給付後に三重県犯罪被害者等見舞金給付要領第５条（見舞金を給付しないことがで

きる場合）又は第１０条（給付の決定の取り消し）の規定に該当することが判明した

場合、同要領第１１条の規定に基づき、既に給付を受けた見舞金を速やかに返還いた

します。 
   □はい   □いいえ 

 

８ 代理申請 

  代理申請をする理由 

 

 

 

                （法定代理人） 

住  所                   

氏  名                   

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －     －        

 

９ 過去に、三重県犯罪被害者等見舞金の給付を受けた場合は、その見舞金の種類 

 □ 遺族見舞金 

  □ 重傷病見舞金  

  □ 精神療養見舞金 

 

 

 

上記申請内容に間違いありません。 

 

（申請者） 

住  所                   

氏  名                    （署名） 

 



注１ □のある欄は、該当する項目□のレ印を付してください。 
 ２ 法定代理人によって代理申請する場合は､上記書類のほか、法定代理人であること 

を証明する書類を提示してください｡ 

 添付書類 
  □ 犯罪被害申告書（様式第２号） 

□ 犯罪被害者の死亡診断書、死体検案書その他当該犯罪の死亡の事実及び死亡の年月

日を証明することができる書類の写し 
□ 申請者が犯罪被害の原因となる犯罪行為が行われた時において、三重県内に住所を

有していた者であることを証明する書類（住民票の写し、戸籍の附票等） 
□  申請者の氏名、生年月日及び犯罪被害者との続柄に関する市町村長の発行する戸籍

謄本又は抄本その他の証明書 
□ 申請者が犯罪被害者と婚姻の届出をしていないが、犯罪被害者の死亡の当時事実上

婚姻関係と同様の事情であった者であるときは、その事実を認めることができる書類

（住民票の写し、犯罪被害者及び申請者の親族、友人、隣人等の申述書等） 
□ 申請者が配偶者（婚姻の届出をしていないが、犯罪被害者の死亡の当時事実上婚姻

関係と同様の事情にあった者を含む。）以外の者であるときは、第１順位遺族である

ことを証明することができる書類（先順位の人の死亡を明らかにすることができる戸

籍の謄本又は抄本） 
□ 申請者が生計維持遺族であるときは、当該犯罪被害の原因となった犯罪行為が行わ

れた時において、犯罪被害者の収入によって生計を維持していた事実を認めることが

できる書類 
□ 遺族見舞金の給付を受けるべき遺族が２人以上あるときは、三重県犯罪被害者等見

舞金（遺族見舞金）受給代表者決定通知申出書（様式第３号） 
□ 犯罪被害にあった事実を認めることができる書類（盗難等被害届出証明書、交通事

故証明書等） 
□ その他、知事が必要と認める書類 





様式第２号（第６条関係） 
 
 

犯犯  罪罪  被被  害害  申申  告告  書書 
 
 
１ 犯罪被害者              

   住  所                           

  氏  名               

生年月日      年  月  日生 

 
２ 加害者（判明していない場合は、記載は不要） 

   住  所                   

  氏  名             （   歳） 

   
３ 犯罪被害の原因となった犯罪行為のあった日・場所 

   年 月 日          年    月    日 

   場  所         

 
４ 被害の状況（警察に届け出た内容等） 
 
 
 
５ 犯罪被害にかかる罪名（判明していない場合は、記載は不要） 

 
 
 
６ 事件捜査担当警察署 
 
         都道府県        警察署 
 
                         
７ 情報提供同意 

    見舞金の給付に必要な警察等関係機関が保有する犯罪被害者等の個人情報に 
ついて、三重県が調査することへの同意の有無 

  
□ 同意します   □ 同意しません 

 
（申告者） 

住 所 

氏 名             （署名） 





様式第３号（第６条関係） 

年  月  日   

 

三重県知事      宛 

 

代表者 住 所               

氏 名                

犯罪被害者との続柄（    ）   

連絡先    －    －      

 

三三重重県県犯犯罪罪被被害害者者等等見見舞舞金金（（遺遺族族見見舞舞金金））受受給給代代表表者者決決定定申申出出書書  

 

  私は、遺族見舞金の給付対象者である第１順位遺族を代表し、遺族見舞金を受給する者

に指定されたことを申出します。 

 なお、下記第１順位遺族以外に新たな第１順位遺族が判明した場合は、代表者の責任

において解決いたします。 

 

記 

 

私は、上記代表者が遺族見舞金を受給することに同意します。 

上記代表者以外の 

第１順位遺族  

（署 名） 

犯罪被害者

との続柄 
住  所 連 絡 先 

    

    

    

    

    

  

第１順位遺族である者のうち、上記欄に署名等ができない者の理由等（未成年者若しく

は所在不明等）については、下記のとおり申出します。   

第１順位遺族氏名 
犯罪被害者

との続柄 
署 名 で き な い 理 由 

   

   

 





様式第４号（第６条関係） 
 

三三重重県県犯犯罪罪被被害害者者等等見見舞舞金金（（重重傷傷病病・・精精神神療療養養見見舞舞金金））給給付付申申請請書書 
 

  年  月  日  
 
 三重県知事      宛 

                  
申 請 者（犯罪被害者） 

住  所                   

氏  名                          

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －    －         

 
重傷病・精神療養見舞金の給付を受けたいので、次のとおり必要な書類を添えて申請

します。 

  
１ 犯罪被害の原因となった犯罪行為のあった日・場所 
 
        年月日        年    月    日 
 

     場 所 

 
２ 負傷又は疾病の状態 
   
 
 

３ 加害者との親族関係 

 
  □なし   □あり（                          ） 
 
 
４ 犯罪行為誘発等 

当該犯罪行為を誘発、容認する等、責めに帰すべき行為の有無 

 

□なし   □あり 
 
 



５ 暴力団員等の関係 
 ・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号及び第６号に規定 

する暴力団・暴力団員である。 
 □いいえ  □はい 
 

・ 前記暴力団・暴力団員に協力し、若しくは関与する等密接な関係がある。 
□なし   □あり 

 
６  見舞金の返還 

見舞金の給付後に、故意の犯罪による被害でないと判明した場合、若しくは見舞金 
の給付後に三重県犯罪被害者等見舞金給付要領第５条（見舞金を給付しないことがで 
きる場合）又は第１０条（給付の決定の取り消し）の規定に該当することが判明した 
場合、同要領第１１条の規定に基づき、既に給付を受けた見舞金を速やかに返還いた 
します。 

□はい   □いいえ 
 

７ 代理申請 

  代理申請理由 

 

 

 

 

                （法定代理人） 

住  所                   

氏  名                   

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －     －        

 
８ 過去に、三重県犯罪被害者等見舞金の給付を受けた場合は、その見舞金の種類 

  □ 遺族見舞金 

 □ 重傷病見舞金 

□ 精神療養見舞金 

 

 

 

上記申請内容に間違いありません。 

 

                （申請者） 

住  所                   

                 氏  名                   （署名） 



添付書類 

 □ 犯罪被害申告書（様式第２号） 

□ 重傷病・精神疾患に該当することが証明できる医師の診断書 
診断書には、受傷日、療養期間、入院日数、病名を明記すること。ただし、精神療

養見舞金に係るものについては、入院日数の記載は要せず、その症状の程度が通算３

日以上労務に服することができないことを明記すること。 
 □ 犯罪被害の原因となる犯罪行為が行われた時において、三重県内に住所を有してい 

た者であることを証明する書類（住民票の写し、戸籍の附票等） 
□ 犯罪被害にあった事実を認めることができる書類（盗難等被害届出証明書、交通事

故証明書等） 
□ その他、知事が必要と認める書類 

 
注１ （重傷病・精神療養）の該当するものに○印を付してください。 
 ２ □のある欄は、該当する項目□のレ印を付してください。 
 ３ 法定代理人によって代理申請する場合は､上記書類のほか、法定代理人であること 

  を証明する書類を提示してください。 





様式第５号（第８条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

 

         様 

 

 

三重県知事        印   

 

 

三三重重県県犯犯罪罪被被害害者者等等見見舞舞金金給給付付決決定定通通知知書書  

 

 

    年    月    日付けで申請のあった三重県犯罪被害者等見舞金について、

次のとおり給付することを決定したので通知します。 

 

 

 

 

 １ 見舞金の種類 

 

     

 

 ２ 見舞金の額 

 

                             円 

 

 

 

 

 

  ※ 見舞金の給付後に、「見舞金の給付を受ける資格がないと判明したとき」、「偽り 

その他不正の手段により見舞金の給付の決定を受けたと認めるとき」のいずれかに 

該当した場合は、見舞金の返還を求めることがあります。 

  ※ 知事が見舞金の返還を求めたときは、知事が定める日までに見舞金を返還しなけ 

ればなりません。 

   





様式第６号（第８条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

 

         様 

 

 

三重県知事        印   

 

 

三三重重県県犯犯罪罪被被害害者者等等見見舞舞金金不不給給付付決決定定通通知知書書  

 

 

      年  月  日付けで申請のあった三重県犯罪被害者等見舞金について、次

の理由により、給付しないことに決定したので通知します。 

 

 

 

  理由 

 

 

 

 

 

 

   

 





様式第７号（第９条関係） 

年  月  日   

 

 

 三重県知事      宛 

 

 

受給決定者 住 所               

               氏 名           ㊞   

犯罪被害者との続柄（    ）   

電 話               

 

 

三三重重県県犯犯罪罪被被害害者者等等見見舞舞金金給給付付請請求求書書  

 

 

   年  月  日付け  第    号で決定通知がありました三重県犯罪被害者等

見舞金給付について、下記のとおり請求します。 

請 求 金 額 円 

見 舞 金 の 種 類  □遺族見舞金  □重傷病見舞金  □精神療養見舞金 

振込口座 

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義 人 
 

金 融 機 関 名  

支 店 名  

種 別  

口 座 番 号  

※ 該当する□の枠にチェックしてください。 

 









【別冊資料１】

　　□　総合的に相談したい

　　特記事項（相談にあたって配慮してほしいことなど）

　□　市町内　□　県内他市町（　　　　市・町）　□　県外（　　　　県）

　□　自宅　　□　学校　□　職場　□　その他（　　　　　　　　　　　　）

　被害の概要について知っておいてほしいことがれば、ご自由にお書き
ください。

被 害 発 生 日

被害発生場所

そ の 他

被 害 の 種 類

年　　　　　月　　　　　日

　□　殺人　　　□　傷害　　　□　交通事件　　　□　性犯罪・性暴力

　□　配偶者等からの暴力　　　□　子ども虐待

　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

年　　　　月　　　　日（申告日）

ご
相
談
者

お 名 前

ご 住 所

ご 連 絡 先

生年月日・性別

関 係

犯犯 罪罪 被被 害害 相相 談談 カカ ーー ドド

ふりがな（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

生年月日　：　　　　　　年　　　月　　　日生　　　　　性別　：　

　　電話番号　　　　　　　　　（ 　　　　）
　　メールアドレス

　□　被害当事者　□　家族・遺族（続柄　　　　）　□　その他（　　　　）

　　□　医療相談 　□　精神的ケア 　□　就職相談

被被害害のの概概要要、、相相談談にに関関すするる要要望望はは次次ののととおおりりでですす。。

要
　
望

　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□　住居相談

　　□　経済的支援 　□　子育て相談 　□　福祉相談 　□　マスコミ対応

　　□　捜査・刑事裁判に
　　　　関すること

　□　損害賠償等
　　の法律相談

　□　加害者の情
    報提供

概
　
要





　【別冊資料２】

受理№

① 被害内容

② 刑事手続

③
再被害の
危険性

④ 身体的症状

⑤ 精神的症状

⑥ 医  療

➆ 日常生活

⑧
相談者の
要望(主訴)

⑩

留意する
症状

(医療機関受診
の必要性)

⑪
通院歴・

既往

回目／  回

重
要
確
認
項
目

項  目

記⼊者︓   年  ⽉  日（ ）

アセスメント（支援の必要なこと、症状等）

・罪名（       概要︓        ）
・日時（    年 ／  、経過日数    ）
・場所（⾃宅・⾃宅以外︓          ）
・加害者との関係（⾒知らぬ⼈・知⼈︓    ）
・ケガ（無・有︓診断名           ）
・診断書（無・有）

・警察への届出（無・有）・被害届の受理（無・有）
・公判手続進捗状況（            ）

・加害者検挙（無・有）
・未検挙の場合、再被害の危険性（無・有︓   ）
・出所後の再被害危険性（無・有︓       ）
・現在の対策（                ）

相談者名︓    －

・⾃宅に住めない（⼀時的・転居）
・当座の資⾦不⾜（無・有︓          ）
・職場／学校に⾏けない（無・有︓       ）
・育児／介護を必要とする⼈（無・有︓     ）

・電話や⾯接、⾃宅訪問などの希望について
  窓口からの連絡（可・否）

・不眠（無・有︓               ）
・⾷事（変化なし・過⾷・⾷思不振       ）
・体重の大幅減少（無・有）

・恐怖感、不安感、ﾌﾗｯｼｭﾊﾞｯｸ、悪夢、外出困難
・⼈間不信
・その他（                  ）

・産婦⼈科受診（無・有︓           ）
・精神科／⼼療内科受診（無・有︓       ）
・「     」科受診（無・有︓       ）
・治療費支払困難（無・有）

犯罪被害者等支援  アセスメント＆プランニングシート

プランニング（支援計画）①内容 ②期間 ③支援者

⼼
身
の
反
応

⑨
⼼身の症状

(④、⑤以外)

（麻痺症状） ・現実感がない ・感情麻痺
（過覚醒症状）・過敏症状
（回避症状） ・事件に関連するものを避ける
       ・集中⼒低下

・怒り ・悔しさ ・⼀⼈になれない ・無気⼒、
・発熱 ・息苦しさ ・倦怠感
・罪責感 ・後遺症（無・有︓        ）
【子どもの場合】・腹痛 ・頭痛 ・息苦しさ
 ・退⾏（無・有︓             ）

・④、⑤の日常生活への影響度（無・有）
・④、⑤の持続度（ 週間・１ケ⽉以上・   ）
・過呼吸（無・有︓頻度           ）
・⾃傷⾏為（無・有︓            ）

・被害以前の精神科／⼼療内科受診歴
 （無・有︓いつ     診断名      ）
・既往歴（無・有︓             ）



　　　
受理№

項  目

記⼊者︓   年  ⽉  日（ ）

アセスメント（支援の必要なこと、症状等）

相談者名︓    －

プランニング（支援計画）①内容 ②期間 ③支援者

⑫ 家族関係

⑬ 職場関係

⑭ 学校関係

⑮ 経済状況

⑯
地域社会
との関係

⑰ 刑事手続

⑱ ⺠事手続

⑲ 弁護士依頼

特
記
事
項

⑳
罪種等に応
じて確認を
要する事項

㉑
身近な⼈の

協⼒

㉒ 他機関

㉓ その他

・マスコミ対応への悩み（無・有）
・県・市町⾒舞⾦等の説明（受けた・受けていない）
・県・市町⾒舞⾦等の申請（無・有）
【生命身体犯の場合】
・犯給⾦の説明（受けた・受けていない）
・犯給⾦の申請（無・有）
【交通事犯の場合】
・加害⾃動⾞の保険加⼊状況
（無保険・⾃賠責のみ・任意保険）

有
効
資
源

（
関
係
機
関
等

）

・協⼒者の存在（無・有︓           ）

・現在利⽤中の医療／福祉サービス、制度
 （無・有︓                 ）
・他機関への相談歴（無・有）
・連携の必要性（無・有︓連携先        ）

司
法
手
続
き
関
係

・手続きの理解（無・有）
・検察官との接触（無・有）
・裁判傍聴の希望（無・有）
・公判内容の情報提供の希望（無・有）
・証⼈出廷必要性（無・有）
・証⼈出廷への迷い（無・有）
・意⾒陳述希望（無・有） ・⽰談交渉（無・有）
・参加制度希望（無・有）
・損害賠償命令希望（無・有）

・損害賠償請求の意思（無・有）

・依頼したいことは何か
（参加制度・損害賠償請求・その他︓      ）

生
活
・
家
庭
状
況

・家族へ被害事実を伝えている（無・有）
・夫婦／家族間不和
（知られたくない・理解を得にくい・協⼒を得にくい）
・家族が被害者本⼈への接し方が分からない（無・有）
・子ども等への虐待（無・有）
・家族の様子（               ）

・⾃営業 ・正職員 ・派遣 ・パート（ 日／週）
・無職 ・休職中（有休扱い・無給） ・失業した
・職場関係者に被害事実を伝えている（無・有）
・職場の協⼒体制（無・有︓協⼒者       ）

・学校関係者に被害事実を伝えている（無・有）
・学校関係者の協⼒体制（無・有︓協⼒者    ）

・経済不安（無・有） ・収⼊減
・医療費負担の生計への影響度（大・⼩）
・生活保護（無・有︓             ）

・親族からの孤⽴ ・近隣／友⼈からの孤⽴／対⽴
・育児／家事援助者（無・有︓         ）
・相談できる⼈（無・有︓           ）



【別冊資料３】

関関係係機機関関・・団団体体へへ伝伝達達すすべべきき犯犯罪罪被被害害者者等等支支援援にに関関すするる情情報報
（（表表））　　　　

氏氏　　名名　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日生（（　　　　　　歳歳））　　（（性性別別：：　　　　　　　　））

住　所

□□被被害害当当事事者者　　　　□□家家族族・・遺遺族族（（続続柄柄　　　　　　　　））　　　　□□そそのの他他（（　　　　　　　　　　））

被害発生日：　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　□子ども虐待　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

被害発生場所：　□市町内　□県内他市町（　　　　　市・町）　□県外（　　　県）

（署名不可の場合は、「同意する」旨直筆で記入）

通院状況：　□通院中　　□終止　　　　　　　後遺障害：　□あり　　□なし

具体的状況（傷害や後遺障がいの程度）：

署署名名又又はは同同意意確確認認記記述述
情情報報提提供供ににつついいてて

のの同同意意確確認認欄欄

当該被害による
心身の状態

犯犯罪罪被被害害者者等等のの
要要望望

※犯罪被害者等から
の申告を基に記載

自機関・団体で実
施した支援内容

相談日：　　　　年　　　　月頃、　相談機関・団体名：

受けた支援の概要：

紹介先担当部署
　〃　連絡先 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　（　　　　　）

上記記載の情報を上記紹介先担当部署に提供することに同意します。

電電話話相相談談等等のの場場合合
※非通知の場合は

その旨記入

上記記載の情報を上記紹介先担当部署に提供することに、

電電話話　　　　　　　　（（　　　　　　　　））　　　　　　　　　　かからら、、　　　　月月　　　　　　日日　　　　　　時時　　　　　　分分、、同同意意をを得得たた。。

連絡年月日

受受理理年年月月日日

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　　　　　　　　　　　　　　　　性別

電電話話番番号号　　　　　　　　　（　　　　　　）
メールアドレス

備　　考

□あり　　□なし

　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

相相談談者者のの氏氏名名等等

被害の種類：　□殺人　□傷害　□交通事件　□性暴力　□配偶者からの暴力
犯犯罪罪等等被被害害のの概概要要
※犯罪被害者等から
の申告内容を記載

これまで受けた
支援内容等

　　　　　            □自宅　□学校　□職場　□その他（　　　　　　　　　　　）

通院状況：　□あり　　□なし

担当部署・連絡先

　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

電話　　　（　　　　　）　　　　　　　　　　　　　

　判断し、記入できる範囲で記入すること。ただし、太太字字の項目については、最低限伝えることが望ましい。
※本件情報は、個人情報に関する法律または条例等に基づく管理体制にある機関・団体において活用するものとする。

※紹介元機関・団体において、犯罪被害者等の要望、紹介先機関・団体の情報管理等を踏まえ、個別の事案に即して



（（裏裏））　　　　

　　□　総合的に相談したい

犯

罪

被

害

者

等

の

要

望

　　□　医療相談 　□　精神的ケア 　□　就職相談 　□　住居相談

　　□　経済的支援 　□　子育て相談 　□　福祉相談 　□　マスコミ対応

　　□　捜査・刑事裁判
　　　に関すること

　□　損害賠償等
　　の法律相談

　□　加害者の情
    報提供

　　特記事項（相談にあたって配慮してほしいことなど）

　　□　その他



【別冊資料４】

対対象象 事事　　業業　　概概　　要要
津津
市市

四四
日日
市市
市市

伊伊
勢勢
市市

松松
阪阪
市市

桑桑
名名
市市

鈴鈴
鹿鹿
市市

名名
張張
市市

尾尾
鷲鷲
市市

亀亀
山山
市市

鳥鳥
羽羽
市市

熊熊
野野
市市

いい
なな
べべ
市市

志志
摩摩
市市

伊伊
賀賀
市市

木木
曽曽
岬岬
町町

東東
員員
町町

菰菰
野野
町町

朝朝
日日
町町

川川
越越
町町

多多
気気
町町

明明
和和
町町

大大
台台
町町

玉玉
城城
町町

度度
会会
町町

大大
紀紀
町町

南南
伊伊
勢勢
町町

紀紀
北北
町町

御御
浜浜
町町

紀紀
宝宝
町町

全全
般般

　犯罪被害者等の相談に応じ、求められている支援に対し、関係
機関・団体の支援に関する情報提供や助言、連絡調整を実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　国民年金加入中の方又は老齢基礎年金の受給資格者が亡く
なったとき、亡くなった方によって生計を維持されていた「子の配
偶者」又は「子」に支給

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　国民年金の第１号被保険者の夫が亡くなった時に、10年以上
継続して婚姻関係にあり、生計を維持されていた妻に対し支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　国民年金の第１号被保険者が老齢・障害基礎年金を受けること
なく亡くなった時、その者と生計を同じくしていた遺族に支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　国民健康保険加入者が亡くなった場合の葬祭費の支給及び傷
害を負った場合の病院等への移送料の支給、第三者行為による
傷害の保険適用、高額療養費の助成等を実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　犯罪行為により亡くなられた人の遺族又は傷害を負った（若しく
は精神療養が必要となった）犯罪被害者に支援金を支給 ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ○ ○ ○ ― ― ―

　犯罪行為により保護者を亡くされた遺児に支援金を支給 ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　精神又は身体に重度の障がいがあるため、常時特別の介護を
必要とする在宅の20歳以上の方に支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　身体に障がいのある方本人又は保護者の申請により手帳を交
付 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　国民年金加入中に病気やケガがもとで一定以上の障がいが
残った場合に支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　障がい者及び難病を患っている方に対し、それぞれの障がいの
程度やニーズに応じた介護サービスの提供や就労支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　障がい者又は障がい者と同居している者が住宅を当該障がい
に適合するように改造する場合の費用の一部助成 ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

重度の身体障がい者の自動車免許の取得及び自動車の改造に
要する費用の一部を助成します。（所得制限あり） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ○ ○ ○

特別児童扶養手当
　精神又は身体に障がいがある児童を家庭で監護、養育している
父母等に支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

障害児福祉手当
　精神又は身体に重度の障がいがあるため、常時特別の介護を
必要とする在宅の児童に支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

療育手帳の交付 　知的障がいのある方に対し、申請により手帳を交付 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

遺遺
族族

障害者総合支援法に基づく支援

障害者住宅改修費の給付

死亡一時金（国民年金）

犯罪被害者遺児支援金の支給

重重
傷傷
病病

・・
遺遺
族族

（
子
ど
も

）

障障
がが
いい
がが
残残

っっ
たた
被被
害害
者者

自動車運転免許取得・改造費の
助成

事事　　業業　　名名

相談・総合的対応窓口

寡婦年金（国民年金）

遺族基礎年金（国民年金）

特別障害者手当

身体障害者手帳の交付

障害基礎年金（国民年金）

国民健康保険（葬祭費、移送
費、第三者行為、高額療養費）

犯罪被害者等支援金の支給

市市町町のの犯犯罪罪被被害害者者等等支支援援関関連連事事業業
実実施施状状況況一一覧覧表表（（令令和和２２年年1122月月末末日日現現在在））

※一覧表には、市町で所管する事業のほか、国又は県の事業の一部（申請窓口等）を市町
が行っているものや当該事業にかかる相談の受付けや橋渡し等を行っている場合も「○」と
して記載しています。



対対象象 事事　　業業　　概概　　要要
津津
市市

四四
日日
市市
市市

伊伊
勢勢
市市

松松
阪阪
市市

桑桑
名名
市市

鈴鈴
鹿鹿
市市

名名
張張
市市

尾尾
鷲鷲
市市

亀亀
山山
市市

鳥鳥
羽羽
市市

熊熊
野野
市市

いい
なな
べべ
市市

志志
摩摩
市市

伊伊
賀賀
市市

木木
曽曽
岬岬
町町

東東
員員
町町

菰菰
野野
町町

朝朝
日日
町町

川川
越越
町町

多多
気気
町町

明明
和和
町町

大大
台台
町町

玉玉
城城
町町

度度
会会
町町

大大
紀紀
町町

南南
伊伊
勢勢
町町

紀紀
北北
町町

御御
浜浜
町町

紀紀
宝宝
町町

事事　　業業　　名名

　ＤＶ、ストーカー行為等の被害者の住民票等を加害者が請求し
ても交付しないようにする等の支援措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　DV被害者等の相談・自立支援を行うため、女性相談員を配置
【町（多気町除く）では、県福祉事務所で実施】 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　ＤＶ被害者等が公営住宅の入居を希望する場合、一般枠の抽
選に先立って行われる優先枠での抽選に参加できる制度 ― ○ ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ○ ― ― ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ―

　被害者等の居所が、受診した医療機関等から加害者に知られ
ることを防ぐため、住民登録地以外での国民健康保険加入を認
める制度

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　母子家庭の母と子を保護し、自立に向けた相談支援を実施
【町（多気町除く）では、県福祉事務所で実施】 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ―

精精神神 　精神疾患を有する方に、本人の申請により手帳を交付 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　精神通院医療、育成医療、更生医療にかかる費用の自己負担
額上限額を原則１割に軽減 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　重度心身障がいのある方（児）が医療保険による診察を受けた
場合、その自己負担額を助成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

性性犯犯
罪罪

　無料・匿名でのHIV抗体検査、クラミジア抗体検査、梅毒血清
検査 ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　ひとり親家庭や父母のいない児童を監護している者が医療保
険による診療を受けた場合、その自己負担相当額を助成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　ひとり親家庭の父母やその児童に対する経済的自立、児童の就
学等に必要な資金の貸付（市町は受付業務のみ実施） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　ひとり親家庭の父母の経済的自立を支援するための給付金を
支給
【町（多気町除く）では、県福祉事務所で実施】（町において受
付業務を実施している場合は●）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ●

　ひとり親家庭の親又は児童が高等学校卒業程度認定試験を修
了したとき及び合格したときに受講費用の一部を支給
【町（多気町除く）では、県福祉事務所で実施】（町において受
付業務を実施している場合は●）

○ ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ○ ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ●

　一時的に介護、保育等が必要なひとり親家庭又は寡婦に対し、
家庭生活支援員を派遣し、必要な介護・保育等を提供 ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ― ○ ― ○ ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― ○

　ひとり親家庭等の自立促進を図るため、母子父子自立支援員
を設置し、就職・生業・住宅等の生活上の相談等に対応
【町（多気町除く）では、県福祉事務所で実施】

― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　ひとり親家庭の父母等に対し、所得区分に応じた手当を支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　子どもとその家庭に関するあらゆる相談に対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○

　家庭において保育等を受けることが一時的に困難となった乳児
又は幼児を預かり、一時的に保育等を実施（私立幼稚園を除く） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

家庭児童相談事業

一時保育（一時預かり事業）

家家
事事
・・
育育
児児

母子生活支援施設への入所

ＤＤ
ＶＶ
・・
ＳＳ
ＴＴ
行行
為為
等等

ひひ
とと
りり
親親
家家
庭庭

ひとり親家庭高等学校卒業程度
認定試験合格支援事業

児童扶養手当

医医
療療

母子家庭自立支援給付金及び
父子家庭自立支援給付金

ひとり親家庭等家庭生活支援員
派遣事業

母子父子自立支援員設置事業

DV被害者の公営住宅優先抽選
制度

精神障害者保健福祉手帳の交
付

自立支援給付費・医療費制度

心身障害者医療費公費負担制
度

ひとり親家庭等医療費公費負担
制度

母子父子寡婦福祉貸金貸付金

特定感染症検査

住民基本台帳の閲覧制限

女性相談員配置事業

DV被害者の国民健康保険住民
登録外加入



対対象象 事事　　業業　　概概　　要要
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四四
日日
市市
市市
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市市
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市市
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市市

鈴鈴
鹿鹿
市市

名名
張張
市市

尾尾
鷲鷲
市市

亀亀
山山
市市

鳥鳥
羽羽
市市

熊熊
野野
市市

いい
なな
べべ
市市

志志
摩摩
市市

伊伊
賀賀
市市

木木
曽曽
岬岬
町町

東東
員員
町町

菰菰
野野
町町

朝朝
日日
町町

川川
越越
町町

多多
気気
町町

明明
和和
町町

大大
台台
町町

玉玉
城城
町町

度度
会会
町町

大大
紀紀
町町

南南
伊伊
勢勢
町町

紀紀
北北
町町

御御
浜浜
町町

紀紀
宝宝
町町

事事　　業業　　名名

　子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合に看護師等
が一時的に保育等を実施（他市町との提携及び「ファミリーサ
ポートセンター」事業により病児・病後児を受け入れている場合を
含む。）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○
病後児なし

△ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ―

　市町が設置・運営する会員制の育児支援ネットワーク ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

　保護者が身体上・精神上の理由で家庭で児童を養護できなく
なった場合に一時的に養護・保護を実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ―

　保護者が仕事上の理由により、夜間休日不在で児童を養育困
難となった場合の保護等を実施 ― ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ―

　保護者の就労等により、昼間家庭にいない場合、授業終了後、
児童に遊び、生活の場を提供 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　犯罪被害に起因して発生した、一時保育費用の助成 ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　犯罪被害に起因して発生した、家事援助サービス（調理、洗濯、
掃除、買い物、通院等の介助等）の費用の助成 ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　犯罪被害により、日常生活に支障が生じた被害者やその家族の
居宅に配食サービスを実施 ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に、学校給食
費等を就学援助費として支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　小中学校、義務教育学校に入学する児童生徒の保護者で経済
的に困っている方に対して、入学前に新入学用品準備金を支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○

　私立幼稚園に通っている子どもの保護者の経済的な負担を軽
減するために、世帯の所得に応じて補助金を交付 ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ○ ― ― ○ ― ○ ― ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○

無料法律相談 　弁護士や司法書士等による無料の法律相談 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　人権に関する相談に対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　交通事故にかかる、損害賠償請求、示談交渉、調停・訴訟手続
き等に関する相談に対応 ―― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ― ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ― ― ○

　身に覚えのない請求、クーリングオフの方法、多重債務問題等
消費生活に関する相談に対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　児童生徒及びその保護者に対する心や体の悩みに関する相談
に対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　介護や障がい、子育てなど、さまざまな福祉分野の相談に対し、
総合的に対応 ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

社会福祉
協議会 総合相談・支援業務

　福祉サービスの提供、生活福祉資金の貸付、日常生活の自立
支援等に関する相談支援を実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地域包括
支援セン
ター

高齢者等を対象とした総
合的な相談・支援

　高齢者やその家族の総合相談支援、権利擁護、介護予防等に
関する相談支援を実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

各各
種種
相相
談談

短期入所生活援助（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）
事業

夜間養護等（ﾄﾜｲﾗｲﾄ）事業

就就
学学
支支
援援

新入学用品準備金の入学前支
給

要保護及び準要保護児童生徒
援助費

福祉全般相談

消費生活相談

私立幼稚園就園奨励費補助

人権相談

医医
療療
・・
保保
健健
・・
福福
祉祉

家家
事事
・・
育育
児児

病児・病後児保育事業

交通事故相談

ファミリー・サポート・センター

教育相談

放課後児童クラブ（学童保育）

一時保育費用給付金

家事援助費用給付金

配食サービス



対対象象 事事　　業業　　概概　　要要
津津
市市

四四
日日
市市
市市

伊伊
勢勢
市市

松松
阪阪
市市

桑桑
名名
市市

鈴鈴
鹿鹿
市市

名名
張張
市市

尾尾
鷲鷲
市市

亀亀
山山
市市

鳥鳥
羽羽
市市

熊熊
野野
市市

いい
なな
べべ
市市

志志
摩摩
市市

伊伊
賀賀
市市

木木
曽曽
岬岬
町町

東東
員員
町町

菰菰
野野
町町

朝朝
日日
町町

川川
越越
町町

多多
気気
町町

明明
和和
町町

大大
台台
町町

玉玉
城城
町町

度度
会会
町町

大大
紀紀
町町

南南
伊伊
勢勢
町町

紀紀
北北
町町

御御
浜浜
町町

紀紀
宝宝
町町

事事　　業業　　名名

　保健師、看護師、栄養士等の専門職員が、健康相談に対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　いろいろな努力をしてもなお、生活が成り立たない場合に、最低
限度の生活を保障し、自立に向けての手助けをする制度
【町（多気町除く）では、県福祉事務所で実施】（町において相
談等業務を実施している場合は●）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ●

　生活困窮者からの相談に対し、一人ひとりの状況に合わせた支
援プランを作成するなど、関係機関と連携して、自立に向けた支
援を実施
【町（多気町除く）では、県で実施】（町において相談等業務を実
施している場合は●）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ●

　納税することにより生活が困難となる場合等は申請により最大
１年間納税を猶予 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　要介護認定に応じた介護サービス費用の支給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　養護者からの高齢者・障がい者に対する虐待に関する相談・通
報に対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　成年後見制度の利用が必要だが、申立てが困難な場合におけ
る市（町）長による申立ての実施及び申立て費用の負担が困難
な者に対する費用の支給

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　犯罪行為により、従前の住宅に住めなくなった場合の公営住宅
への一時的な入居 ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ○ ○ ― ― ―

　犯罪行為により、従前の住宅に住めなくなった場合の公営住宅
への優先入居 ― ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ―

　犯罪行為により、従前の住宅に住めなくなった場合における転
居費用の支給 ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　犯罪行為により、転居した際の新しい住居における家賃を助成 ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　犯罪被害者又はその家族の住居が犯罪現場となった場合、当
該現場の特殊清掃を実施 ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

そそ
のの
他他

　犯罪被害者等がその被害にかかる事件の被疑者の特定等に
関する情報の提供を公衆に求める活動を行うために必要な費用
を助成

― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

住住
宅宅
のの
問問
題題

納税の猶予（市町税）

介護保険制度

成年後見制度利用支援事業

医医
療療
・・
保保
健健
・・
福福
祉祉

公営住宅への一時入居
（目的外使用）

生活困窮者自立支援事業

高齢者・障害者虐待防止事業

真相究明活動費の助成

健康相談

生活保護制度

公営住宅への優先入居
（優遇措置）

転居費用の給付

家賃の給付

特殊清掃（ハウスクリーニング）
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